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JIS B 9713-2:2004 



機械 類の 安全性 一 機械 類への 常設 接近 手段 一 
第 2 部 ： 作業用 プラッ 卜 フォーム 及び 通路 



訂 正 票 



位 置 


誤 


正 


1. 


…タイプ B 規格 （グループ 安全 規格） … 


… "グループ 安全 規格" … 


…タイプ C 規格 （機械に 関する 個別 規 
格） … 


… "製品 安全 規格" … 


a) の 次に 新た 
に b) を 追加 

b) 〜りの 項目 
番号 を c)〜j) 

に 変更 


…ワーキング グループ （10. 参照） … 


…ワーキンググループ (6. 参照） … 




b) 労働 安全 衛生 規則 第 2 編 （安全 基準） 
第 10 章 通路， 足場 等 


b) 労働 安全 衛生 法 第 28 条… 


C) 労働 安全 衛生 法 第 28 条… 


C) 厚生 労働省 労働 基準 局長に よる… 


d) 厚生 労働省 労働 基準 局長に よる… 


d) 建築基準法 施行 令 第 8 章… 


e) 建築基準法 施行 令 第 8 章… 


e) EN 292-2:l991/Al:1995 1.6p.l4〜15 


f) EN 292-2: 199 l/Al: 1995 1.6p.l4〜15 安 

全 要求 事項 


f) 石油 学会 規格 ： JP1-7S-8-96''' 


g) 石油 学会 規格 ： JP1-7S-8-96— 


g) JIS S 1121 "アルミニウム 合金 製… 


h) JIS S 1121 "アルミニウム 合金 製… 


h) 財団法人 製品 安全 協会： 住宅 用… 


i) 財団法人 製品 安全 協会 ： 住宅 用… 


i) 財団法人 製品 安全 協会： 住宅 用… 


j) 財団法人 製品 安全 協会： 住宅 用… 


3. に 文章と 表 
を 追加 


正 

特に， "機械に 常設され た 通路 幅 は 最小 600 mm" に関して は 次の 意見交換 を 行つ 
た。 機械の とらえ 方 も， 機械 単体， 昇降 設備 附帯した 機械， 機械 作動 域 エリヤ を 含め 
た 機械， 作業 ロボット など を 含む 複数 機械 群な ど 多様で ある こと を 念頭に おき， 労働 
安全 衛生 法に おける "屋内に おける 通路" "機械 間 等の 通路" と， この 規格に おける 
"機械 類への 常設 接近 手段と しての 作業用 プラッ トフ オーム 及び 通路" の 用途の 差異 
を 考慮して 800 mm を 望ましい ものと し， 最小 600 mm とする ことで 特段 問題 はない 
と 考えた。 （解説 表 1 參照） 

(解説 表 1 は ページ 2 に 続く） 


4.7 




項目 全文 削除 



解説 表 1 労働 安全 衛生 法と この 規格との 対比 表 





労働 安全 衛生 法 第 2 編 第 10 章 
通路， 足場 等 


この 規格 


用途 等 


'A) 542 条 （屋 内 に お け る 通路） 
用途に 応じた 幅 を 有する こと。 

第 54 4 条 （機械 間 等の 通路） 
機械 間 又は これらと 他の 設備 と 

の 間に 設ける 通路。 


① JIS 標題 機械 煩への 吊設 接近 手段 と し ての 作 

業 用 プラッ トフ オーム 及び 通路 

② 1. 適用 範囲 昇降 設備が 必要な すべての 機械 

に対して 適用。 械のー 部 を 構成す る 作業用 プ 

ラッ トフ オーム 及び 通路に も 適用。 

③ 4.2.2 運転 及び 保全 用の 通路と 作業用 プラット 
フォームの 内の り 長さ と 幅 は， 次の 条件に よって 

viL チ; - f 斗 4o / 4^、 チ―广 チ,、 1 、 

/犬の 'よ U T し 【3； ならな レ、。 


通路 幅 


第 544 条 幅 80 cm 以上の ものと 
しなければ ならない。 


4.2.2 通路の 内の り 幅 は 最小 600 mm でなければ 
ならず， できれば 800 mm が 望ま しい。 

通路の 通常の 目的が， 幾人 かの 人が 同時 通行し 
たり 横断した りする ことで ある 場合 は， その 幅 は 
1 000mm に 拡張され なければ ならない。 

避 難路と して 設計され る 場合の 通路の 幅 は， 適 
切な 規制の 要求 を 満た さなければ な ら ない。 



訂正 票と は， 規格 本体 以外 （解説 ほか） に対する 正誤 を 表します。 

平成 16 年 6 月 1 曰 作成 
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まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 日本 機械工業 連合会 (JMF) から， ェ 
業 標準 原案 を 具して 日本工業規格 を 制定す べきとの 申出が あり， 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 厚生 
労働大臣 及び 経済 産業 大臣が 制定 し た 日本工業規格 である。 

制定に 当たって は， 日 本 工業規格 と 国際規格 と の 対比， 国際規格 に 一致 した 日 本 工業規格の 作成 及び 曰 
本 工業規格 を 基礎に した 国際規格 原案の 提案 を 容易に する ために， ISO 14122-2:2001， Safety of 腿 chinery 
— Permanent means of access to machinery— Part 2: Working platiorms and walkways メど^^礎 と し てノ fl いた。 

この 規格の 一部が， 技術的 性質 を もつ 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権， 又は 出願 公開 後の 
実用新案 登録 出願に 抵触す る 可能性が ある ことに 注意 を 喚起す る。 厚生 労働大臣 及び 経済 産業 大臣 並びに 
日本 工業 標準 調査 会 は， このような 技術的 性質 を もつ 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権， 又は 
出願 公開 後の 実用新案 登録 出願に かかわる 確認に ついて， 責任 はもたない。 
JIS B 9713-2 に は， 次に 示す 附属 書が ある 。 

附属 書 A (参考） 抗 滑り 特性 決定 基準に ついての 各種 方法 
附属 書 B (参考） 参考文献 
JIS B 9713 の 規格 群に は， 次に 示す 部 編成が ある。 
JTSB 9713-1 第 1 部 ： 高低 差の ある 2 か 所 間の 固定された 昇降 設備の 選択 
JIS B 9713-2 第 2 部 ： 作業用 プラット フォー ム 及び 通路 
J1SB 9713-3 第 3 部 ： 階段， 段ば し ご 及び 防護 さ く （柵） 
JIS B 9713-4 第 4 部： 固定 は し ご 



(1) 

著作権法 により 無断での 複製， 載 等は禁 .1.1: されて おります。 
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著作 權法 により 無断での 複製， 転 は 禁止され てお ります。 



日本工業規格 JIS 

B 9713-2: 2004 

(ISO 14122-2 ： 2001) 

機械 類の 安全性 一 機械 類への 常設 接近 手段 一 

第 2 部： 作業用 プラ ッ トフ ォ 一ム 及び 通路 

Safety of machinery— Permanent means of access to machinery- 
Part 2:Working platforms and walkways 

序文 この 規格 は， 2001 年に 第 1 版と して 発行され た ISO 14122-2 Safety ofmachinery — Permanent means of 
access to machinery — Part 2: Working platforms and walkways を 翻訳し， 技術的 内容 及び 規格 票の 様式 を 変更す 
る ことなく 作成した 日本工業規格 である。 

なお， 原 国際規格の まえがき は 規定 内容で はない ので， この 規定から 除外した。 
また， この 規格で 側線 を 施して ある 箇所 は， 原 国際規格に はない 事項で ある。 
この 規格 は， JISB 9713 の 規格 群の 第 2 部で， グループ 安全 規格で ある。 
こ の 規格の 規定 は， 製品 安全 規格に よ つ て 補足し 修正 しても よい。 
備考 1. 製品 安全 規格の 適用 範囲に 含まれ， その 規格の 規定に 従って 設計' 製造され た 機械に 対して， 
製品 安全 規格の 規定が， この グループ 安全 規格の 規定よ り 優先す る。 

2. この 規格 は， "製造業 者 は， 生産， 調整， 保全 作業 域への 安全な 接近 手段， 及び 滑り， つまず 
き 又は 墜落の 危険 防止 策 を 講じ な ければ な らな いこと" を 要求して いる。 

3. ISO 12100-2 の 6.2.4 "機械 類に 安全に 接近す るた めの 規定" にも 関連事項が ある。 

4. 金属 以外の 材料 （複合 材料， いわゆる 新規 開発 材料な ど） の 使用に ついても， この 規格に 準 
じる。 

参考 JISZ8051:2004 (安全 側面 一規 格への 導入 方針） において， 安全 規格の "階層 化" が 次の よう 

に 決められ ている。 

- 基本 安全 規格： 広範囲な 製品， プロセス 及び サービス に対して 適用す る 一般的な 安全 側面 

に関する 基本概念， 原則 及び 要求 事項 を 含む 規格。 
- グループ 安全 規格 ： 一つ 又は 複数の 委員会が 取り扱う 幾つかの 又は 一群の 類似の 製品， プ 

ロセス 及び サービスに 適用で きる 安全 側面 を 含む 規格。 できる 限り， 基本 安全 規格と 関連 

させる ことが 望ましい。 

- 製品 安全 規格： 一つの 委員会が その 業務 範囲 内で 取り扱う 幾つかの 又は 一群の 製品， プロ 
セス 若しくは サービスの 安全 側面 を 含む 規格。 できる 限り， 基本 安全 規格 及び グループ 安 
全 規格と 関連させる ことが 望ましい。 
こ の 規格 は， ISO 12100-2 が 示す 機械 類に 安全に 接近す るた めの 手段に 関する 一般 要求 事項 を 規定す る。 
JIS B 9713 の 第 1 部 は， 機械 類への 必要な 接近が 地表面 又は 床 面から 直接で きない 場合に， 正しい 接近 手 
段の 選択に 関する 助言 を 与える。 

参考 特定され た 寸法 は， EN 547-3 "機械 類の 安全性 一人 体の 寸法 一 第 3 部 人体 測定 データ" にある 
立証され た 人間工学 データと 一致して いる。 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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1. 適用 範囲 この 規格 は， 昇降 設備が 必要な すべての 機械 （据付 形 及び 移動 形） に 対し 適用す る。 
この 規格 は， 機械の 一部 を 構成す る 作業用 プラッ トフ オーム 及び 通路に 対しても 適用す る。 

また， この 規格 は， 建物の ある 部分の 主要な 機能が， 機械に 接近す る 方法 を 提供す る ことが あるとき， 
機械が 据え付けられる 建物の その 部分の 作業用 ブラ ッ ト フ オーム 及び 通路に も 適用で きる。 

備考 1. この 規格 を， 適用 範囲 以外の 接近 手段に 用いても よい。 このと き， 関連す る 国内 法規 又は そ 
の 他の 規制が ある 場合 は， それらが 優先す る。 
この 規格 は， 機械に 常設され ていなかったり， 機械の 何ら かの 操作 （例えば， プレス 機械の 治 工具 交換 
など） のために 取り外されたり， わき （脇） に 移動され たりす る 特定の 機械に 対する 作業用 プラット フ才 
ーム 及び 通路に も 適用す る。 

この 規格 は， 昇降機， 人 を 持ち上げる 目的で 特別に 設計され た 移動 式 昇降 用 プラットフォーム 又は 他の 
装置に は 適用し ない。 

この 規格に よって 扱われる 主な 危険 源に ついては， JISB9713-1 の 4. を 参照。 
備考 2. この 規格の 対応 国際規格 を， 次に 示す。 

なお， 対応の 程度 を 表す 記号 は， ISO/IEC Guide 21 に 基づき， IDT (—致して いる）， MOD 
(修正して いる）， NEQ (同等で ない） とする。 

ISO 14122-2:2001， Safety of machinerv ― Permanent means of access to machinery ― Part 
2; Working platforms and walkways (IDT) 

2. 弓 I 用 規格 次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す 
る。 これらの 引用 規格 は， その 最新 版 （追 補 を 含む。） を 適用す る。 

JIS B 9707 機械 類の 安全性 一 危険 区域に 上肢が 到達す る こと を 防止す るた めの 安全 距離 

漏考 ISO 13852:1996, Safety of machinery — Safety distances to prevent danger zones being reached by 
the upper limbs 力、 この 規格と 一致して いる。 
JIS B 9713-1 機械 類の 安全性 一 機械 類への 常設 接近 手段 一 第 1 部： 高低 差の ある 2 か 所 間の 固定され 
た 昇降 設備の 選択 

備=^ ISO 14122-1:2001, ^arety of machinery ― Permanent means of access to machinerv — Part l:Choice 
of a fixed means of between two levels が， し の 規格 と 欽 している。 
JIS B 9713-3 機械 類の 安全性 一 機械 類への 常設 接近 手段 一 第 3 部： 階段， 段ば しご 及び 防護 さく （柵) 

も用 考 ISO 14122-3:2001, Safety of machinery ― Permanent means of access to machinery — Part 3: Stairs, 
stepladders and guard-rail ifi, こ の 規格 と 一致 している。 

3. 定義 この 規格で 用いる 主な 用語の 定義 は， JISB9713-1 の 3. (定義） による ほか, 次に よる。 
参考 EN 1070 に は， この 規格と 関連した 用語 及び 定義が ある。 

3.1 床 面 （flooring) 通路 又は 作業用 プラット フォームの 床 を 構成し， 足が 直接接触 する 部材の 組立 品。 
3.2 通路 (walkway) ある 地点から 他の 地点へ と 移動す るた めに 使用す る 平面。 

3.3 作業用 プラット フォーム (working platform) 操作， 保全， 点検， 修理， 標本抽出 及び 機械に 関係す る 
その他の 作業の ために 使用す る 平面。 

3.4 滑り 防止 表面 （slip resistant surface) 履き物が 滑り に く いよう に 設計され た 床 表面。 

4. —般 要求 事項 作業用 プラッ トフ オーム 及び 通路 は， 次の 一般 安全 要求 事項に 従わなければ ならない。 
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4.1 —般 作業用 プラットフォーム 及び 通路 は， オペレータが 操作， 据 付け， モニタ， 修理 又は 機械に 
関係した その他の 作業の ために その上に いると き， オペレータが 安全で あるよ う に 設計 • 製造 • 設置し， 
必要な 保護が な さ れな ければ な ら ない。 

4.1.1 構造 及び 材質 作業用 ブラ ッ ト フォーム 及び 通路 は， 予見 可能な 使用 条件に 耐えられる よ う に， 材 
料が 選定され， 設計 • 製造され なければ ならない。 特に， 次の 詳細 事項 は 少なく とも 考慮され なければ な 
ら ない。 

a) 十分な 剛性 及び 安定性 を 確保す るた めの 寸法 及び 構成 品 （取 付 金具， 連結 具， 支え 及び 基礎 を 含む。） 
の 選択。 

b) 環境 上の 影響 （例えば， 天候， 化学 薬品， 腐食 性 気体な ど） に対する 全部 品の 抵抗 性。 例えば， 耐腐 
食 材料 又は 適切な コー ティ ングを 用いる。 

C) 水が たまらな いような 構造 部材の 配置。 例えば， 結合 部な ど。 

d) 電食 作用 又は 温度 膨張 差 を 小さ くす るよう な 材料の 使用。 

e) 通路 及び 作業用 プラッ トフ オームの 寸法 は， 利用 可能な 人体 測定 データ （4.2.2 参照） に 従ってい なけ 
れ ばなら ない。 

参考 EN 547-1 及び EN 547-3 に 関連事項が あ る 。 

f) 作業用 ブラ ッ トフ オーム 及び 通路 は， 落下 物に 起因す る 危険 源 を 防止す るよ う に 設計 • 製造され なけ 
れ ばなら ない。 防護 さく （柵） 及びつ ま 先 板に 対して は， JIS B 9713-3 の 7. を 参照し， 更に 床 面の 開 
口 部に ついては， この 規格の 4.2.4.4 を 参照す る。 

g) 機械の いかなる 部分の 取り外し 作業 も， 防護 さく （柵)， 床部材 又は 他の 常設 保護 物 を 動かさずに， 常 
に 可能な ことが 望ましい。 

4.1.2 オペレータの 安全 通路 及び 作業用 プラットフォーム は， それらが 安全に 使用で きる ように 設計- 

製造され なければ ならない。 特に， 次の 詳細 事項 は 少なくとも 考慮され なければ ならない。 

a) オペレータ が 接触す る 可能性の あるす ベての 部分 は， オペレータ が 傷害 に 対 し 安全 に 防護 される よう 
に 設計 '製造され ていなければ ならない。 

b) 通路 及び 作業用 プラットフォーム は， 歩行 表面が 耐久性の ある 滑り 防止 性能 を 備える ように， 設計- 
製造され なければ ならない。 

C) オペレータ 力、 歩いたり， 立ったり しなければ ならない 機械の 部分 は， そこから 人が 墜落し ないよう 
に 設計され， 組み付 けられなければ ならない （JISB9713-3 を參 照）。 

d) 作業用 プラッ トフ オーム 及び その プラッ トフ オームへの 昇降 設備 は， 危険 発生 時に オペレータ がその 
作業場 所から 迅速に 離れられる ように， 又は 必要な ときに 迅速に 救助で き， 容易に 避難で きる ように 
配置され なければ ならない。 

e) 手すり 及び 他の 支持 物 は， オペレータが それら を 本能 的に 使用す るよう に 設計 • 製造 • 配置され なけ 
れ ばなら ない。 

4.2 特別 要求 事項 

4.2.1 位置 通路 及び 作業用 プラッ トフ オーム は， 有害な 材料 又は 化学物質の 放出 及び 滑り を 引き起こし 
やすい 材料が た い 積され るよう な 場所 か ら， できる 限り 遠くに 離し て 配置 さ れな ければ な ら ない。 

可動 部， 保護 カバーの ない 高温 部， 無防備の 通電 された 電気 設備が ある 場所な どで は， JISB 9707 に 従 
つ た 安全 距離が 確保され な ければ な ら ない。 

作業用 プラッ トフ オーム は， 人が 人間工学 的な 位置で 作業で きる ように 設置され なければ ならず， でき 
れば 作業 位置 高さ は 作業用 ブラ ッ トフ オームの 床上 500〜1 700 mm の 間が 望ま しい。 
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4.2.2 寸法 迎転 及び 保全 用の 通路と 作業用 プラッ トフ オームの 内の り 長さと 幅 は， 次の 条件に よって 決 
めら れ なければ ならない。 

a) 作業 上の 要求 事項， 例えば， 位置， 動きの 性質 及び 速度， 力の かけ 方な ど。 

b) 工具， 予備部品 など カ聰 行され ている かどう 力、。 
C) 作業 及び 使用の 頻度 並びに 持続 時間。 

d) 同時に 通路 及び プラッ トフ オームの 上に いる オペレータの 人数。 

e) オペレータの すれ違いの 可能 性 。 

安全 服の 装着 又は 個人用 保護 具の 携帯の よ う な 付加 的な 装備が されて いる かどう 力、。 

g) 独立した 障害物の 存在。 

h) 負傷者の 退避。 

i) 袋小路で 終わる 通路。 

j) オペレータの 衣服 を きずつけ 又は 汚しそう な 壁。 

k) 自由な 作業 動作の 必要性 及び 予測され る 道具 類 を 使用す るた めの 空間の 必要性。 

例外的な 環境で ない 限り， 作業用 プラッ トフ オームと 通路の 最小 頭上 空間 は 2 100 mm でなければ なら 
ない。 • 
参考 EN 547-1 及び EN 547-3 に 関連事項が ある。 

備考 1. リスク アセスメント によって 許され， 及び 機械 又は 環境の 制約に よって やむ を 得ない とき は， 
次の 場合に 限り， 障害物の ない 高さ を 1 900mm まで 低く する ことができる。 
一 作業用 プラッ トフ オーム 若しくは 通路が たまにし か 使われない， 又は 
一 その 高 さ の 低減が 短 い 区間 に 対 し て だ け なされる 場合 
例外的な 状況がない 限り， 通路の 内の り 幅 は 最小 600 mm でなければ ならず， できれば 800 mm が 望ま 
しい。 通路の 通常 目的が， 幾人 かの 人が 同時 通行したり 横断した りする ことで ある 場合 は， その 幅 は 
1 000 mm に 拡張され なければ ならない。 避 難路と して 設計され る 場合の 通路の 幅 は， 適切な 規則の 要求 事 
項 を 満たさなければ ならない。 

備考 2, リスク アセスメントの 結果， 及び 機械 又は 環境の 制約に よって やむ を 得ない とき は， 次の 場 
合に 限り， 障害の ない 幅 を 最小 500 mm まで 狭く する ことができる。 
一 作業用 プラットフォーム 又は 通路が， たまにし か 使用され ない， 及び 
一 その 幅の 縮小 は， 短い 距離に 対して だけな される。 
壁 又は 天井の 下に， 要求され る 幅 又は 高さ を 減じる 独立した 障害物が あるとき は， それらへの 防護 手段 
を 講じなければ ならず， 更に， 傷害 を 防ぐ ために， 例えば， 当て物な どの 安全 方策 を 講じなければ ならな 
い。 また， 警告 標示 も 考慮す る ことが 望ましい。 

4.2.3 施設 又は 附帯 設備 床上 高さ 500 mm 以上の 通路 又は 作業用 ブラ ッ ト フォームから 墜落す る 危険が 
ある 場合 は， JISB 9713-3 に 規定す る 防護 さく （柵） を 設けなければ ならない。 また， 防護 さく （flilt) は， 
踏み抜き 又は 損 壊の 危険が ある 場所 （例えば， 屋上の 換気装置に 接近す るた めの 通路） にも 必要で ある。 

プラッ トフ オーム 上で， 重い 物 を 転がしたり 置いたり せずに 取り扱える ように， 適切な 附帯 設備が 備え 
られ ていなければ ならない。 
4.2.4 床 面 

4.2.4.1 液体の 滞留 及び/又は 蓄積に よる 危険 源 床 面 は， その上に こぼれた いかなる 液体 も 排出す るよ 
う に 設計 し な ければ な ら ない。 こ の 要求が 何 か 特別な 理由 によつ て 不可能な 場合， こ ぼれ た 液体に よって 
起こる 滑り や 他の 危険 源 は， 他の 適切な 方法で 防止 又は 最小限に しなければ ならない。 
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4.2.4.2 蓄積 物質に よる 危険 源 床 面 は， ほこり， 雪， 氷な ど， 又は 他の物 質が たい 積し ないように 作ら 
なければ ならない。 そのために は， 格子 又は 穴 あき 鋼板の ような 透過性の 床 面が 優れてい る。 それが 不可 
能で 透過性 床 面が 使えない とき は， たい 積 物質 を 除去す るた めの もの を， 必要な 場所に 設けなければ なら 
ない。 

4.2,4.3 つまずきの 危険 源 つまずきの 危険 源 を 回避す るた めに， 隣接の 床材 との 最大 段差 は 4 mm を 超 

えて はならない。 

4.2.4.4 落下 物に よって 引き起こされる 危険 源 

a) 床 面 一般に， リスク アセスメント は， 作業用 プラット フォーム 又は 通路への 穴 あき 床材の 使用 を 選 
択 させる。 

一 作業用 プラットフォーム 又は 通路の 床材の 目の 粗 さは， 35mnT 径の 球が 抜け落ちない 程度で なけ 
れ ばなら ない。 

一 人が たまたま 通る ので はなく， 常時 人が 仕事 をす る 場所の 上の 床材 は， 同程度の 安全が 他の 適切 
な 手段で 保証 さ れな いとき は， 目の 粗 さ を 20 mm 径の 球が 抜け落ち ない 程度に しなければ な ら な 

い。 

リスク アセスメント の 結果， 床 面 か ら 落下 したり 通過した りする 物 又は 他の 材料に よって 引き起こ 
される 危険 源 力、 滑り， 墜落な どの 危険 源よりも 重大で ある 場合 は， 床 面に 開口部が あって はなら な 

い。 

b) 結合 部 床 端と 隣接した 構築物， 又は 例えば， 配管， 容器 若しくは サボ一 ト など 床 面 を 貫通す る 構造 
物と 床 面 開口部 間の 距離が 30 mm を 超える 場合 は， つま 先 板が 必要で ある。 

4.2.4.5 床 面 貫通 落下に よる 危険 源 床 面が， 例えば， 床下に 据え付けられた 機器の 保全に 求められる 箇 
所な ど， 取り外し 可能な 部材で 作られ， 除去 可能に 作られて いると き は， 

- それらの 部材 のい かなる 危険な 動き も， 止め金 具な どに よって 防止され なければ ならない。 
一 締め金 具の わずかな 腐食， わずかな 緩み 又は 位置の 変化 を 見付ける ための 点検が できなければ ならな 
い。 

4.2.4.6 滑りに よる 危険 源 床 面 は， 滑りの 危険 を 低減す るよう に 設計され た 仕上げ 表面で なければ なら 
ない。 滑り 特性 は 附属 書 A を參 照。 

4.2.5 設計 荷重 作業用 プラッ トフ オーム 及び 通路の 仕様 一覧表に は， 設計 荷重 を 明示し なければ ならな 
い。 

上がり場， 通路 及び プラットフォームの 計算に 使用す る 最小 使用 荷重 は， 次のと おりで ある。 
- 構造 部材 への 分配 荷重 は 2kN/m2。 

一 床 面に 対して は， 最も 過酷な 場所で， 200111111ズ20()111111当たりの集中荷重は1.51^1^を適用。 
設計 荷重 を 負荷した とき， 床 面の た わみ は 支点 間 距離の 1/200 を 超えて はならず， 荷重 部と 隣接す る 非 

荷重 部との 段差 は 4 mm を 超えて はならない。 

通路 及び 作業用 プラットフォーム の 安全 設計 強度 は， 計算 又は 試験に よって 検証され な ければ な ら ない。 

5. 据付 要領 書 適切な 据 付の ための 全 情報が， 据付 要領 書に 含まれて いなければ ならない。 特に， 固定 
方法の 情報が 盛 り 込まれな ければ な ら ない。 
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附属 書 A (参考） 抗 滑り 特性 決定 基準に ついての 各種 方法 



この 附属 書 は， 本体に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 
規格 は 存在 しないが， 次の 文書が 利用で きる。 

フランス 

床 面の 滑り 度 測定 規格と しての 必要条件 一 協議の ための 調査 文書 一 

Exigences pour une norme de mesure de la g lis sane e des sols ― Etude documentaire et discussion - ND 
1987-1 59-95-INRS 

抗 滑り 床 面 一 抗 滑り 度の 判定 基準 一 食料品 工業の 床 面への 応用 

Sols anti-derapants-Critere devaluation de la resisitance au giissement - Application aux sols des industries de 
ialimentation ― ND 1853-145-91 
短靴の 床 面での 滑り 度合いの 標準化 

Normalisation de la glissance des sols et des chaussures - ND 1936-152-93 
床 面の 滑りに おける 表面 摩擦の 影響 

Glissance de sols et coefeficients de frottement - Cahier 2484(avril 1 991)-CSTB 
ドイツ 

滑り 危険に 関する 労働 場所 と 仕事 領域の 床 被覆 材 への 説明書 

Merkblatt fiir Fn y5 boden in Arbeitsraumen und Arbeisbereichen mit Rutschgefahr - ZH 1/571 一 (Oktober 1993) - 
HVBG 

英国 

衝撃 吸収 床 面への 要求 事項と 試験 方法 

BS 7188(1989) - Impact absorbing playground surfacing Performance requirements and test methods 一 Clause 5 
"Slip resistance " 

BS 8204-2:1993 - In-situ flooring Part 3. Code of practice for polymer modified cementitious wearing surfaces 
Annex C "Determination of slip resistance value SRV" 

日本 

安全 靴 技術 指針 ： 産業 安全 研究所 指針， RIIS-TR-90， 1991 年 3 月 

階段 • 通路の 安全性に 関する 研究 "4.4 滑り止め 材" ： 産業 安全 研究所 研究報告 RnS-TR-92-29-2 

安全 靴の 滑り 試験 方法に 関する 研究 （第一 報 測定の 基本に ついて） ： 産業 安全 研究所 研究報告 RIIS-IIR-.89 

安全 靴の 滑 り 試験 方法に 関する 研究 （第二 報 滑 り 試験 装置の 開発） ： 産業 安全 研究所 研究報告 RIIS-RR-90 
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附属 書 B (参考） 参考文献 

この 附属 書 は， 本体に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 
この 規格の 作成に 当たって， 次の 規格が 考慮され ている。 

JIS B 9702 機械 類の 安全性 一 リスク アセスメント の 原則 

JISB9708 機械 類の 安全性 一 危険 区域に 下肢が 到達す る こと を 防止す るた めの 安全 距離 
JIS B 9711 機械 類の 安全性 一人 体 部位が 押し つぶされる こと を 回避す るた めの 最小 隙間 
J1S B 9713-4 機械 類の 安全性 一 機械 類への 常設 接近 手段 一 第 4 部 ： 固定 は し ご 

ISO 12100-1 Safety of machinery 一 Basic concepts, general principles for design 一 Part l:Bacic terminology, 
methodology 

ISO 12100-2 Safety of macnmery - Basic concepts, general principles for design - Part 2 [Technical 
principles 

^ EN 131-2:1993 Ladders - Requirements, Tests, Markings 
EN 353-1 Personal protective equipment against falls from a height - Guided type fall arresters on a rigid 
anchorage line 

EN 3<)4 Personal protective equipment against falls from a height 一 Test methods 

EN 54 フ- 1 Safety of machinery - Human body dimensions ― Part 1 : Principle for determining the dimensions 

required for openings for whole body across into machinery 
EN 547-2 Safety of machinery - Human body dimensions - Part 2: Principle for determining the dimensions 

required for access openings 
EN 547-3 Safety of machinery - Human body dimensions - Part 3 : Anthropometric data 
EN 795 Protection against falls from a height - Anchorage devices - Requirements and testing 
EN 1070 Safety of machinery - Terminology 
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JIS B 9713-2： 2004 
(ISO 14122-2： 2001) 

機械 類の 安全性 - 機械 類への 常設 接近 手段 - 

第 2 部： 作業用 プラ ッ トフ ォ ーム 及び 通路 

解 説 



この 解説 は， 本体 及び 附属 書に 規定' 記載した 事柄， 並びに これらに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 規 
格の 一部で はない。 

この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集' 発行す る もので あり， この 解説に 関する 問合せ は， 財団法人 
日本規格協会へ お願いします。 

1. 制定の 趣旨 この 規格 は， ISO (international Organization for Standardization : 国際 標準化 機構） 規格の 
14122-2, Safety of machinery-Permanent means of access to machinery-Part 2 : Working platforms and walkways の 
第 1 版 （2001 年） に基づいて 作成した。 国際規格で 構築が 進められ ている 安全 規格 体系の なかで， 安全 関 
連 設備に 関する 基本的な タイプ B 規格 （グループ 安全 規格） に 位置付けられる この 規格 を 取り上げ， 技術 
的 内容と 様式 を 変更す る ことなく， 日本工業規格 として 制定した。 この 規格 は タイプ C 規格 （機械に 関す 
る 個別 規格） に 引用 規格と して 使用され る。 

2. 制定の 経緯 この 規格 は， 平成 13 年度に 社団法人 日本 機械工業 連合会 を 審議 団体と する 原案 作成 委員 
会の 下に ワーキンググループ （10. 参照） を 設置し， 作成した 原案に 基づいて 制定した。 

なお， 原 国際規格に 基づいた 日本工業規格 はこれ までに 作成され て おらず， この 制定が 初めての もので 

ある。 

従来， 産業界で は， この 規格が 規定す る 内容 は， ISO 規格， EN (欧州 規格)， OSHA (米国 連邦 労働 安 
全 衛生 法)， ANSI (米国 規格 協会） 規格， 日本の 労働 安全 衛生 規則 及び 企業の 調達 基準 を 下敷きに 各社 ご 
とに 社内 基準 を 決め 運用して いたのが 実態で あり， 総括的な 国内 基準の 制定が 求められ ていた。 今回， こ 
れに 適合す る ISO 14122 が 制定され たため， これ を 機に JIS 化する ことにした。 

JTS 化 作業で 一番 留意した こ と は， 国内 既存 法規 及び 規格との 不整合が ないか と の 点で あ り ， 労働 安全 
衛生 法な ど 次に 掲げる 関連 基準 を 参照した。 

a) 労働 安全 衛生 規則 第 2 編 （安全 基準） 第 1 章 第 1 節 一般 基準 等 

b) 労働 安全 衛生 法 第 28 条第 1 項に 基づく 公示 ： 移動 式 足場の 安全 基準に 関する 技術 上の 指針 
C) 厚生 労働省 労働 基準 局長に よる 基 発 第 501 号 "機械の 包括的な 安全 基準に 関する 指針" 

d) 建築基準法 施行 令 第 8 章 第 3 節 階段， 第 5 章 避難 施設 等 

e) EN 292-2:1991/Al:1995 1.6p.l4〜15 

f) 石油 学会 規格 ： JPI-7S-8-96 "搭類 ブラ ッ ト フ オーム 及び ラダー" 

g) JIS S 1121 "アル ミ 二 ゥム 合金 製 脚立 及び は し ご" 

h) 財団法人 製品 安全 協会 ： 住宅 用 アルミニウム 合金 製 はしご 検査 マニュアル 

i) 財団法人 製品 安全 協会 ： 住宅 用 アルミニウム 合金 製 はしご 認定 基準 及び 基準 確認 方法 

解 1 
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これらの 基準に は， 階段， はしご， 通路， プラットフォーム 及び 手すりな どの 使用 条件 及び 基準な どが 
断片的に 示されて おり， 安全と いう 観点 は 共通で ある ものの， 機械 類に 安全に 接近し， 求められる 作業 を 
安全に 遂行す る こと を， 必ずしも 目的の 中心に おいてい ないた め， 参考と した。 

3. 審議 中に 問題と なった 事項 原 国際規格に 規定され ている 寸法 数値 を， 日本人の 体格に 適用す る こと 
が妥 当で あるかに ついて 意見交換 を 行 つ た 。 ISO 規格 及 び EN の 体系の 中に 位置 付 け ら れ た 規格で ある こ 
と， JIS に 既存の 関連 規格がない こと， 日本人の 当該 寸法がない こと， 更に 日本に おける 他 分野の 類似 規 
定の 数値との 比較 結果 を 考慮した う えで， この 規格で は 原 国際規格と 同一の 寸法 数値 を 採用す る ことと し 
た。 また， 労働 安全 衛生 法 及び 建築基準法に 不整合な 規格で はない こと を 確認した。 

4. 規定 項目の 内容 

4.1 序文 原圆際 規格の 序文に "EN292-2:1991/A1:1995 の 附属 書 A" 及び "ISO/D1S 12100-2" との 関連 

について 記述され ている ので， その 趣意 を 残す ために 備考 2 及び 備考 3 と して 処理した。 

なお， EN 292-2:1991/Al:1995 の 附属 書 A に 示されて いる 安全 要求 事項 1.6.2 "運転席と 作業場 所への 接 
近" と 1.5.15 " 滑り， つまずき 又は 墜落の 危険" の 内容 は， 次の ようで ある。 

1.6.2 "運転席と 作業場 所への 接近"； 製造業 者 は， 生産， 調整 及び 保全 作業に 使用す るすべ ての 場所に 安 
全に 近づける ための 接近 手段 （階段， はしご， 狭い 通路な ど） を 設けなければ ならない。 

1.5.15 "滑り， つまずき 又は 墜落の 危険"； 人が 動き回ったり 立って いがち な 機械 類の 部分 は， 人が 滑つ 
たり， つまずいたり， 墜落した りする こと を 防止す るよう に 設計し 構築され なければ ならない。 
4.2 EN 547-3 "機械 類の 安全性 一人 体の 寸法 一 第 3 部 ： 人体 測定 データ" は， 欧州 調査に よる 人体 測 
定 種目 及び 測定値で， 300 万人 以上から なる 母集団 （男性と 女性の 両方 を 考慮） の 典型の 人体 測定 （人間 
裸体の 静的 測定） 調査結果から 得られた 情報に 基づいて いる 力 s、， TSO 規格 及び JIS に はない ので， 参考と 
した。 

4.3 引用 規格 （本体の 2.) EN から ISO 規格へ， また ISO 規格から JIS への 作業が 進行して いる 引用 
規格に ついては， ISO 規格 又は JIS に 置き換えた。 

4.4 定義 （本体の 3.) EN1()70 は， 対応す る ISO 規格 及び JIS がない ので， 参考と して "E1N 1070 に 

は こ の 規格 と 関連 し た 用語 及び 定義が あ る" とした。 

4.5 一般 要求 事項 （本体の 4.) 通路 及び 作業用 ブラ ッ ト フォームの 寸法 は， EN 547-1 "機械 類の 安全 

性 一人 体の 寸法 一 第 1 部 ： 機械 内部に 全身が アクセス できるだけの 開口部の 必要 寸法の 決定 原則" と， EN 
547-3 "機械 類の 安全性 一人 体の 寸法 一 第 3 部 人体 測定 データ" に 準拠して いる 力 S， ISO 規格 及び JIS がな 
いので， 參考と して 示した。 

4.6 滑りに よる 危険 源 （本体の 4.2.4.6) 原 国際規格 のこの 項で は， "滑り 特性に 関する EN がで きる ま 
での 間， 附属 書 A (参考） を 参照" としてい るので， その 附属 書 A (参考） に 日本に おける 参考 文書と し 

て 産業 安全 研究所 報告 及び 産業 安全 研究所 技術 指針 を 追加 し た。 

4.7 附属 書 B 参考文献 參考 文献の 中で JIS になって いるもの は， 次のと おりで ある。 

ISO 13853, Safety of machinery - Safety distances to prevent danger zones being reached by the limbs ― JI:> B 

9708:2002 (機械 類の 安全性— 危険 区域に 下肢が 到達す る こ と を 防止す るた めの 安全 距離） 一 

ISO 13854, Safety oi machinery ― Minimum gaos to avoid crushing of parts of the human Dody ― JIS B 

9711:2002 (機械 類の 安全性 一人 体 部位が 押し つぶされる こと を 回避す るた めの 最小す き 間） 一 

ISO 14121, Safety of machinery - Principles for risk assessment ― JIS B 9702:2002 (機械 類の 安全性 一 リスク 

解 2 

著作権法 により 無断での 複麴， 転載 等 は 禁止され ております。 
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アセス メ ントの 原則) 一 

PrEN ISO 14122-4:1996, Safety of machinery ― Permanent means or access to machinery ― Part 4 : Fixed ladders 
4 JIS B 9713-4 (機械 類の 安全性— 機械 類への 常設 接近 手段 一 第 4 部 ： 固定 は し ご） 



5. 懸案 事項 原 国際規格の 寸法 数値 は 欧州の 人体 測定 データが 基準で あり， 日本人の ワーク スペースの 
人体 計測 データが 集積され 次第， これら 日本人の 人体 計測 データに 基づき， 寸法 数値 を 変更す る ことが 適 
切で あると 判断され た 場合， この 規格 を 改正す る 必要が ある。 

6. 原案 作成 委員会の 構成 表 原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 



J1S 原案 作成 委員会 構成 表 



氏名 



所属 



(委員長） 



(WG 委員） 
(委員） 





向 


殿 


政 


男 


明治 大学 




丸 


山 


弘 


ノ Ci、 


財団法人 研 友 社 




權 


山 




fa 


経済 産業 省 産業 技術 環境 局 




森 


戸 


和 


美 


厚生 労働省 労働 基準 局 




池 


田 


博 


康 


独立 行政法 人 産業 安全 研究所 




大久保 


尭 


夫 


日本 大学 




杉 


本 




旭 


北 九州 市立 大学 




川 


P 


邦 


供 


社団法人 産業 安全 技術 協会 




条 


川 


壮 


一 


中央労働 災害 防止 協会 




中 


嶋 


洋 


介 


社団法人 日本 圧接 協会 


〇 


渡 


辺 




正 


社団法人 日 本 建設機械 化 協会 




大 


槻 


文 


芳 


社団法人 日本 工作機械 工業 会 




佐々 木 






社団法人 日本 縫製 機械工業 会 




佐 


藤 


公 


治 


社団法人 日本 ロボ ッ ト 工業 会 








良 


彦 


旭 硝子 総硏 株式会社 


〇 


松 


m 




昭 


石 川 島播磨 重工業 株式会社 




山 


本 


博 


義 


株式会社 荏 原 製作所 




大 


竹 


勝 


彦 


株式会社 神 戸 製鋼所 




大 


坂 




'お 
本 


元 株式会社 小 松 製作所 




高 


橋 


山 

石 


重 


株式会社 小 松 製作所 




仝ム 


木 


光 


夫 


住友 重 機械工業 株式会社 


〇 


竹 


原 


操 


平 


株式会社 ダイ フ ク 




垣 


ィ匕 




亮 


東芝 機械 株式会社 




杉 


田 


真 




豊田ェ 機 株式会社 




古 


沢 




登 


トヨタ 自動車 株式会社 


〇 


宮 


川 


光 


雄 


トヨタ 自動車 株式会社 




す も 


原 


弘 




日本 信号 株式会社 



解 3 
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井 


上 


洋 




ビューロー ベリ タス 






中 


畑 


光 


蔵 


株式会社 日立 製作所 






冨 


室 


康 


夫 


株式会社 牧野 フライス 製作所 








木 


惣 


一 


三菱 重工業 株式会社 


(WG 主査） 


〇 


渡 


辺 




清 


三菱 重工業 株式会社 


(委員） 




今 


泉 


ル、 


男 


三菱 電機 株式会社 


(事務局） 


〇 


水 


島 




弘 


社団法人 日本 機械工業 連合会 






舞 


田 


靖 


司 


社団法人 R 本 機械工業 連合会 






岩 


田 




実 


社団法人 日本 機械工業 連合会 




〇 


佐 


藤 


紀 


樹 


社団法人 日本 機械工業 連合会 






宮 


崎 


浩 




社団法人 日本 機械工業 連合会 


(オブザーバー） 




大 


川 


龍 


郎 


経済 産業 省 製造 産業 局 






岡 


野 


克 


弥 


経済 産業 省 産業 技術 環境 局 



備考 〇 印 は， ワーキング グループ (WG) の 主査， 委員， 事務局 を 示す。 



解 4 
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白 紙 



解 5 

^作 権 法に より ま 新での 班義， は 禁止され てお ります。 



★ 内 おにつ いてのお laj 合せ は， 標4^^部僳雕調査課 [FAX(03)3405-554 1 TEL(03)5770- 1 573] へご迪 
絡く ださい。 

★J1S 規格 票の 正誤 粟が 発行され た 場合 は， 次の 要領で ご 案内いた します。 

(1) 当 協会 発行の 月刊 K "棵準 化 ジャーナル'' に， 正 '解の 内容 を 掲載いた します。 

(2) 原則として 每月第 3 火曜日に， "日経 産業 新聞" 及び "日刊 工業 新閡" の J1S 発行の 広告欄 

で， 正誤 票が 発行 された JIS 規 除 ひ 及び 規 tft の 名 W を お 知 ら せ \ ) たし ま す,， 
なお， 当 協会の JIS 予約者の 方に は， チ 約され ている 部門で 正 票が 一行され た 場合， 自動 
的に お送りい たします。 

★JIS 規格 票の ご注文 は， 普及 事 桀部カ スタ マーサ一 ビス 踝 [TEL(03)3583-8002 FAX(03)3583-0462] 
叉 は 下記の 当 協会 各 支部に お きましても ご注文 を 承って おります ので， お 申込みく ださい。 



JISB 9713-2 (ISO 14122-2) 
機械類の安令性 — 1^?械類への«,5接近 厂段 一 
第 2 部： 作:?:; ffl フラ ッ ト フ ォ ーム^^び通路 



平成 16 月 1 S 1 ma 



56 行人 



坂 食 省 と^ 



^行 所 

財団法人 日本 組 格 協会 

T 107-8440 Sti 京都 港 区') i ミ坂 4 r 目 1-24 



札 幄支節 


T06O-O0O3 


札 ftW/ 中 J^H^t 3 条西 3 丁 目 1 礼 W 大同 生命 ビル 内 
TR1- (0 1 i }26 1 -0045 VA X (01 1}221 -4020 
tMfr ： 02760- 7^>51 


東北 支 》 


T980-0S11 


仙 台 ft/ んぉ 1 ん 嚙町 2 r a 5-22 GE エジソン ビル 汕台内 
TF【-(0"j227-!^"6< 代表） FAX (022)266-<)905 
： 02200-4-8166 


名 古 羅支節 


=f 460-0008 


f3 古證 市 中 区'; 丁目 6-1 白 川 ビル 別館 内 
TFX (052)22レ3316< 代 M) FAX (05：)203-*806 
鈐 ： 00800-2-23283 


関西 支部 


T$4 1-0053 


大 Krtr 中央 区 本 町 3 丁目 4-10 本 町 Sf 村 ビル 内 

TEL (06)626 卜 gOS6( 代表） FAX (06>62« 卜 9 け 4 
鼸養 ： 00910-2-2636 


広 島 支 S 


〒730 柳 


広 島 市中 区 基 町 5ポ 広 島 商工 会 « 所 ビル 内 

m (082)221 -70Z3J035J036 FAX (082)22^-7568 


四 S 支 9 


T76O^0025 


Sft^ili な: 町 2 丁目 2-10 JPRK 松 ビル 内 

THL Om7)S2 1 -785 1 FAX (087)821-3261 


福 岡 支部 


t8 12-0025 


^?»if;s】i—h'ffi^f?J£KW l-M 京 生命 ft^ 岡 ビル 內 

TEL (092)282-9080 FA X (092)282-9 1 1 8 
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